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が,そ の格差な り,階 層差な りは高齢期におい
て突然生起 したもので はない。 したがって,
「多様な」=(格 差に富んだ)高 齢者の労働 ・生
活の実態を,そ の起源にまで遡及して把握 しよ




とキ リギ リス」の寓話のように個人 レベルでの
対応の諸結果で あるとみなす よ うな ものもあ
る。そ うした高齢者像を背景に,上 は政府か ら
民間の銀行,保 険屋にいたるまで自助努力が大












階級な り階層な りの労働 ・生活の生涯的な再生
産のなかでの,高 齢期の問題 として捉 らえるこ







無視 されて いるだけでな く,「超高齢社会」な
どとい う言い方で現在,青 壮年期にある者が こ






労働 ・生活史の把握 が不可欠 で はないかと思
う。そのためにはB.S.ロ ウン トリーが イギ リ
スの労 働 者 階 級について行なったような階層
別の労働 ・生活生涯(ラ イフ・サイクルまたは
ライフ ・ステージ)に ついての実証的な研究が
必要 となるであろうし,ま た階層別のライフ ・
サイクル研究に加えて,世 代論的な観点か らの
生活史(ラ イフ ・ヒス トリー)も 視野に入れて
おかねばならないだろう。それ は高齢期 の労
働 ・生活状態を規定 しているのがライフ ・サイ



























が どのように変化するかを,整 理す ることか ら
ス タ ー トす る こ と に した い。 な お,こ こで加 齢
とい う言 い方 を して る いの は,か な り便 宜 的 な
用 法 で,正 確 に は年 齢 階 級 別 の労 働 ・生 活 状 態…
と言 うべ きで あ ろ う。 加齢 を,文 字 通 りに使 用
す るに は,縦 断 的 時 系列 デー タを用 い るか,少
な く と も出生 コ ー ホー ト分析 を行 な う必 要 が あ
る。 しか し,そ の場 合 で も,加 齢 とい うラ イ フ
・サ イ クル 的 な繰 り返 し現 象 の背 後 に は社 会 の
構 造 的 な変 動 が わか ちが た く存 在 して い る。 し
たが っ て,年 齢 階級 別 の指 標 が さ し 示 す もの
は,ラ イ フ ・サ イ クル そ の もの で は な く,ラ イ
フ ・サ イ クル を極 め て お お ぎっ ぱ に反 映 す る疑
似 的 な もの とい え よ う。 以 下 の年 齢 別 分 析 にお
い て,年 齢 別 の特 徴 と して現 れ て い る こ と は,
そ の年齢 段 階 に お い て一 般 的 な事 柄 と,そ の 年
齢 層(例 えば,1985年 の60～64歳 層 と い う)に
固 有 の現 象 が ミ ックス して い る ことに 十 分 注意
を払 うこ とが 必 要 で あ る。
加齢 と労働 ・生活状態 の変化
1.加 齢 と労 働 生 活
(1)年 齢 別 の労 働 力 状 態
は じめ に 「国 勢 調 査 」 デ ー タ に よ って,年 齢
と労 働 生 活 の 関係 を概 観 してお こ う。 年 齢 階 級
が上 昇 す るに と もな っ て労 働 力 率 は どの よ うに
変 化 す るで あ ろ うか。(表1)男 子 の 中年 期 以 降
の労 働 力 率 は,40～54歳97.8%,55～59歳93 .0
%,60～64歳78.0%,65～69歳61.2%,70～74
歳42.3%,75歳 以 上21.7%の よ うに,70歳 代 に
な る と過 半 数 を割 っ て急 速 に非 労 働 力 化 して い
る。 他 方,女 子 の場 合 に は最 も労 働 力 率 が高 い
40～54歳 層 で も63.6%で,60歳 代 前 半 で は37.4
%と,男 子 の70歳 代 前 半 の 比 率 を下 回 って い
る。 こ う した労 働 力率 の男 女 格 差 は,日 本 に お
け る性 別 役 割 分 担 の 現 況 を 反 映 す る もので あ
る。 そ の た め世 帯 に お け る,経 済 的 な稼 得 行 動
は主 と して成 人 の男 子 に よ っ て…担 われ る こ と に
な る。 した が っ て,男 子 の 中高 年齢 者 層 の 労 働
生 活 が どの よ うに な るか は,世 帯単 位 の生 活 の
帰 趨 を決 す る重 要 な意 味 を もっ て い る。 そ こで
以 下 の労 働 力 状 態 の分 析 に おい て は主 に男 子 の








し,定 年等による退職 も本格化し,離 職後の再
就職が うまくいかない者 も増え始める。完全失






ってお り,主 な変化は 「主に仕事」が前の年齢




る。 とはいえ,ま だ7割 近くが 「主に仕事」を
してお り,就 業意欲は依然として強い。そして
一65一
表1 労働力状態,年 齢,男 女別15歳 以上人 口(1985年)
(単位 万人,%)
労 働 力 人 口















































































































































































































































































































































































































































































































































者 ともいうべ き部分がかな り含まれている。例
えば,労 働省 「高年齢者就業等実態調査報告」
(1980年)に よると,60歳 代後半の男子不就業
者38.7%の うち約4割 は就業を希望 している。
また希望して も仕事につけない理由としては,
普通勤務希望の場合 も,短 時間勤務希望の場合














たりか ら著 しく上昇している。 とはいえ,不 就
業者のうち就業を希望 している者は70歳代前半










通常,高 齢者向きの仕事=「 従たる仕事」 と思
われがちであるが,実 際には 「従たる」形で就
業 している高齢者は非常に少数派なのである。
だから高齢者の仕事とい う場合に,よ く引 き
合いに出 され る 「多様な就業ニーズ」の持ち主
たち(こ の大半は 「従たる仕事」の形態が想定
されている)は,現 に就業 している高齢者の中





ーズ」への対応 として用 意 され るさまざまな
「従たる仕事」は,非 労働力人口の中に潜在的



















一 主 に 仕 事
一一一家 事 の ほか 仕事









で13.8%と なってお り,60歳 代後半以降は 「主
に仕事」をわずかではあるが上回っている。
しかし,性 的役割分業の意識が強い日本の現









(2)従 業上の地位,雇 用形態,企 業規模など
の変化
「国 勢 調 査 」 の 年齢 別 労働 力状 態 の デ ー タで
は,就 業 の 内 容 が 「主 に仕 事 」,「家 事 の ほか 仕
事 」,「通 学 の か た わ ら仕 事 」,休 業 とい う 区 分
しか わか らな い。 そ こ で 「労 働 力調 査 」(1986
年)に よ って,従 業上 の地 位,雇 用 形態,企 業
規 模 な どの 就 業 の 中 身 が加 齢 に と もな い どの よ
うに変 化 す るか を も う少 し詳 し く見 る こ と にす
る。
男 子 の年 齢 別 の従 業 上 の地 位,雇 用 形 態,企
業 規模 は(表2)及 び(表3)の 通 りで あ る。
55～59歳 層 の就 業 状 態 は,農 林 業10.3%,非 農
林 自営業 主14.9%,非 農 林 家族 従 業 者0.3%,
一般 常雇47 .6%,役 員9.2%,臨 時 ・日雇4.3
%,官 公9.5%,そ し て完 全 失 業 者3.7%,非
労 働 力 人 口9.2%と な って い る。40～54歳 層 と
比 較 して,常 用 雇 用 労 働 者 は14.9ポ イ ン トも大
幅 に減 少 して お り,反 対 に増 加 して い る もの を
順 番 に あ げ る と,非 労 働 力人 口6.4ポ イ ン ト増,
農 林 省6.0ポ イ ン ト増,完 全 失 業 者2.0ポ イ ン
ト増,臨 時 ・日雇1.°7tイ ン ト増 な ど とな っ て
い る。
これ は50歳 代 後 半 ぐらい か ら定 年 等 に よ る一






非農林業自営業 並 非農林 雇 用 者
完 全 非労動












































































































































































































































































































































般常雇か らの排除が進み,そ の結果,そ ろそろ
非労働力化,農 林業へのシフト,そ して失業,
不安定就業への移動が始まっていることを示 し
ている。 しか し,ま だこの年齢層では就業者の
過半数が一般常雇,役 員,官 公 といった相対的
に雇用の安定した形態に留まっている。
60～64歳 層の就業者で前の年齢層より比率を
著しく減少 させ てい るものは,一 般常雇(-
24.°5tイント)と 官公(-6.8ポ イン ト)で あ
り,非 農林自営業主(-0.4ポ イント)や 役員




るのは,非 労働力人口(17.9ポ イント増),農 林
業(4.2ポ イン ト増),臨 時 ・日雇(1.6ポ イン






事からは排除され,だ が非労働力化 もで きない
人々が最大になる。臨時 ・日雇労働者や完全失
業者の割合 を雇用者比率(雇 用者+完 全失業者
を母数にして)で みると,前 者は13.6%,後 者




人口の構成は,農 林業16.1%,非 農林 自営業主
13.3%,非 農 林 家 族 従 業 者1,1%,一 般 常雇
11.7%,役 員7.2%,臨 時 ・日雇3.3%,官 公
1,7%,完 全 失 業 者1.7%,非 労 働 力 人 口45.6
%と な っ て い る。 就 業 者 の中 で は 自営業 者 層 の
ウエ イ トが高 くな っ て い る。 特 に農 林 業 従 事 者
は この年 齢 層 で ピー ク とな って い る。 この農 林
業 従 事 者 を労 働 人 口比 率 で み る と,60～64歳 で
20.0%,65～69歳 で29.9%,70歳 以 上 で36.0%
と な っ て お り,高 齢 者 の就 業 の場 と して農 林 業
分 野 が 大 きな 役 割 を 果 た し て い る こ とが わか
る。
また非 農 林 自営 業 主 も55～59歳19.9%,60～
64歳14.5%,65～69歳i13.3%と カロ齢 に よ る減 少
の テ ン ポは極 め て緩 慢 で あ る。 この よ うに 自営
業者 層 が高 齢 期 の就 業 に お いて大 きな位 置 を 占
め て く るの は,一 つ は家族 労働 を主 体 に して い
るた め仕 事 の質 ・量 につ い て の 自己 コ ン トロ ー
ルが 可 能 で あ り,そ の た め加 齢 に よ る体 力 等 の
変 化 に応 じた仕 事 の 仕方 が で き る こ とで あ る。
そ して も う一 つ は 自営 業者 層 を対 象 に し た国 民
年 金 の給 付 水 準 の低 さ等 もあ っ て経済 的 に も就
業 を継 続 せ ざ るを えな い こ とな ど も関連 して い
るで あ ろ う。 しか し,農 業 を含 めて 自営 業 の存
立 基 盤 は年 々狭 隘 に な っ て きてお り,高 齢 者 就
業 を 自営 業 分 野 で 吸収 す るこ とは今 後 ます ます
困 難 にな って く る。 雇 用 労 働 型 の高 齢 者 就 業 の
場 を確 保 す る こ とが 急 務 とな っ て い る。
70歳 以 上 に な る と,男 子 の場 合 で も約4分 の
3は 非 労 働 力 化 して い る。就 業 してい る26.4%
の 内訳 は,農 林 業36。0%,非 農 林 自営 業 主28.0

























者の比率は30～54歳 までは23.1%と 変化 してい
ないが,50歳 代後半以降になると,40～54歳 →
55～59歳(6.7ポ イント減),55～59歳 →60～64















見 た とお りで あ るが,有 効 求 人 倍 率 に し め され
るよ うに,高 齢 者 の労 働 力 需 給 が 悪 化 し て い る
なか で,完 全 失業 率 も上 昇 して い る。 「労 働 力
調 査 」 の80年 代 以降 の完 全 失 業 者 の推 移 は,表
4の 通 り全 体 に増 加 して い るが,特 に55～64歳
層 で の伸 びが 著 しい。 そ の た め失 業 率 も55～59
歳 層4,1%,60～64歳 層7.0%,65～69歳 層3,1





























































完全失業者は無業 の求 職者 ということになる
が,そ の総数 は82年で離職 ・求職者124万 人,
新規 ・求職者295万 人の合計419万 人にのぼって
いる。その うち55歳以上は78万人で全体の18.6









































































































































が確認され,そ のような役割 を果 たす ことで
表7高 齢 求職 者の就労 理 由
(単 位:千 人,%)▼







50～59歳 294(100.0) 83(28.2) 151(51.4) 玉3(4.4) 5(1.7) 26(8.8) 16(5.4)
前 職 無 175(100.0) 24(13.7) 107(61.1) 8(4.6) 3(1.7) 21(12.0) 12(6.9)
離 職 119(100.0) 59(49.6) 44(37.0) 5(4.2) 2(1.7) 5(4.2) 4(3.4)
60～64歳 265(100.0) 64(24.2) 135(50.9) 19(7.2) 7(2.6) 22(8.3) 19(7.2)
前 職 無 162(100.0) 21(13.0) 93(57.4) IiCs.g> 5(3.1) 18(11.1) 13(8.0)
離 職 104(100.0) 43(41.3) 41(39.4) 807.7) 2(1.9) 5(4.8) 6(5.8)
65歳 以上 220(100.0) 34(15.5) 119(54.1) 18C8.2) 9(4.1) 23(10.5) 16(7.3)
前 職 無 工50(100.0) 14(9.3) 87(58.0) 13(8.7) 7(4.7) 18(12.0) 11(7.3)















総 数 420(100.0) 70(16.7) 92(21.9) 77(18.3) 83(19.8)1 44(10.5) 1盟L2(0.5)
15～24才 81(100.0) 26(32.1) 23(28.4) 14(17.3) 11(13.6)4(4.9)3(3.7)0(一)
25～34才
、
102(100.0) 19(18.6) 27(26.5) 20(19.6) 19(18.6) .. 8(7.8) oc‐)
35～44才 93(100.0) 13(14.0) 20(21.5) 19(20.1) 19(20.4) 11(118) 11(11.8) oc‐ 〉
45～54才 66(100.0) 7(10.6) 12(18.2) 12(18.2) 15(22.7) 9(13.6) 11(16.7) o(‐)
55～64才 56(100.0) 5(8.9) 8(14.3) 9(16.1) 15(26.8) 9(16.]) 11(19.6) OC)
65才 以 上 22(100.0) 1(4.5) 2C9.1) 3(13.6) 5(22.7) 3(13.G) 7(31.8)
10(一)
資料:就 業構造基本調査(1982年)










で31.0%,女 子で40.6%と なっている。 さらに
65歳 以上になると,男 子で43.8%,女 子で50.0
%と なっており,高 齢になるほど失業期間が長
くなっている。(表8参 照)こ のような失業期










層で62万 人,65歳 以上で42万人 もいる。 この部
分は 「国勢調査」や 「労働力調査」では非労働
力人口ということになる。このなかには長期失
業による"戦 意喪失"者 もか な り含 まれ てい








間を行 き来しながら,ゆ っくりと 「引退」へ と
向かっていくという過程 をたどる。 しか し,今
日の高齢者の生活保障や雇用保障の条件の下で
は,経 済的にも働かざるを得ず,ま た働 く能力
も意欲 もある者が仕事から半ば強制的に排除さ














































は加齢とともにより拡大すると考 え られ て い
る。そこで高齢者の労働能力を正確に把握する
ために 「機能年齢」の概念が用いられるように





















































































々の職人労働者,建 設労働者,そ して急増 して
きている婦人パー トなどは非 「終身雇用」型の
労働者であるが,こ の場合の中高齢期は年金等
の老後保障機能の低劣 さもあって,可 能な限 り
不安定な就業を継続するか,「 窮迫的自立」を
遂げて零細自営業主へ と転出す るか(前 述のよ
うにこの可能性 も少なくなっている),ま たは

















































ったが,戦 後改革 と 「高度成長」を経て,夫 婦
家族制へと大 きく転換 してきた。 この夫婦家族
制への転換が 「高度成長」下の労働者家族の大
量創出の結果であることはいうまでもないが,
こうしていわゆる 「核家族化」 と呼ばれ る大規
模な家族変動が生 じ,夫 婦家族制が多数派にな
っていったので ある。 「国勢調査」の核家族世





成(夫 婦のみ世帯)を 起点にして,② 出産→「夫
婦 と子供か らなる世帯」,③ 配偶者の離死別→
「片親 と子供からなる世帯」,④ 子供の自立 ・
結婚 ・他出など→「夫婦のみ世帯」,⑤配偶者の



























齢につれて急増す る。 この形態は40歳 代前半に
はまだわずか4.1%で あるが,50代 後半に入 る
と2割 を超え,60～64歳 で27.9%,さ らに65～
69歳 では3割 を超える。そして70歳 代後半 まで
































の後に子供の世帯に吸収 されるとい う形(こ の
場合には 「夫婦 と子供と片親か らなる世帯」,
または 「夫婦 と片親か らなる世帯」などの形態






















































図31695年 を100と してみた高齢者世帯 と総世帯の年 次推移
っ て い る。これ を家 族 形 態 別 にみ ると,「単 独 世
帯 」12.3%,「 夫 婦 の み世 帯 」21.4%,「 夫 婦 と
子 供 の世 帯 」9。8%,「 片 親 と 子 供 の 世帯 」4.7
%,「 三 世 代 世 帯 」40.9%,そ の他1T.0%と い
う構 成 にな って い る。 この10年 間 に 「三 世 代 世
帯 」 は48.5%か ら7。5ポ イ ン トも減 少 し,他 方,
「夫 婦 のみ 世 帯」 は6.8ポ イン ト,「単 独 世 帯 」
は3.5ポ イ ン トそれ ぞれ構 成 比 を上 昇 させ て い
る。(表10参 照)こ の趨 勢 か らす ると,今 後 と
も 「三 世 代 世 帯 」 の形 態 の減 少傾 向 は続 き,反
対 に,高 齢 の 「夫 婦 の み世 帯 」 お よび 「単 独 世
帯 」 の ウエ イ トは さ らに高 ま るで あ ろ う と思 わ
れ る。
60歳 以上 の高 齢 者 数 は1,743万 人 に の ぼ るが,
これ を 同居 の形 態 に よっ て 区 分 す る と,「 単 独
世 帯 」8.7%,「 夫 婦 の み世 帯 」25.8%,「 有 配
偶 の子 と同 居」42.2%,「 無 配 偶 の子 と 同居 」
19.7%,「 他 の親 族 と同居 」3.5%,「 非 親 族 と
同居 」0.2%と な っ てお り,有 配 偶,無 配 偶 を
合 わせ る と,子 供 の 同居 が6割 を越 えて い る。
表10世 帯構造別60歳 以上の者のいる世帯の構成比
(単 位:千 世帯,00)

















資料:厚 生 省 「厚生行政基礎調査 」(1985年)
表11家 族形態別にみた60歳 以上の者 と構成割合の推移
(%)
その他の
年 次 総 数 単独世帯 夫婦のみの 世 帯 子と同居1聾 齠 摩謦齠 親 族 と同 居
非 親 族
と 同 居
1980年 100.0 8.3 21.6 66.7 46.7 20.0 3.2 0.2
81 100.0 8.4 21.8 66.3 46.8 19.5 3.2 0.2
82 100.0 8.2 22.9 65.2 45.7 19.5 3.4 0.2
83 100.0 8.6 23.9 64.1 44.4 19.6 3.4 0.1
84 100.o 9.1 24.6 62.6 42.9 19.8 3.5 0.2
85 100.OI8.7 25.8 61.8 42.2 19.7 3.5 0.2
一77:一
(表11参 照)こ こで も,「 有 配 偶 の子 との 同 居」
は減 る傾 向 に あ り,そ れ に対 応 し て 「夫 婦 の み
世 帯 」 が 増 加 して きて い る。 しか し,「 単 独 世
帯 」 は実 数 で は 増 えて きて は い る もの の 比 率 は
'そ れ ほ ど上 昇 して い な い
。1980～85年 に0.°4t
イ ン ト増 加 して い る だ けで あ る。 こ れ は 高 齢
「夫 婦 のみ 世 帯 」 の解 体 が す べ て 「単 独 世帯 」
化 に向 か わ な い で,子 供 との 再 同居 の コー ス も
か な りあ る こ とを示 して い る。
本 人 の 加 齢 に つれ て同 居形 態 は どの よ うに変
化 して い るだ ろ うか 。表12の よ うに,男 子 と女
子 とで は か な り異 な った コー ス を た ど っ て い
る。 男 子 の場 合 には 「夫 婦 の み世 帯 」 が 相 対 的
に高 く,60歳 代 後 半 で38.8%と ピー ク に な り,
80歳 代 前 半 で も まだ2割 以 上 を 占 めて い る。 こ
れに対して女子は60歳 代前半の29.5%が ピーク
であり,70歳 代後半には1割 以下に低下 してい
る。「有配偶の子 との同居」比率は女子が高 く,
また 「単独世帯」比率 も男子の3倍 も女子が多
くなっている。 ともあれ子供と同居 している者
の割合は,60歳 代で56.4%,70～74歳 で61.9









表12性,年 齢階級及び家族形態別にみ た60歳 以上の者の数と構成割合(1985年)
(%)
性





























































































































































































































































する扶養力,介 護力を著 しく減退 させてきた。
したがって,同 居率その ものも低下するが,同




同居 しているのは約6割 であるが,そ のうち子
供たちだけで食費等の日常生活費を賄っている




































お り,雇 用者世帯の 「単独世帯」が きわだって
高 くなっている。また 「核家族」世帯は雇用者









【総 釧 単 独瞬 のみ榛 癖 糶 享 薑世袋1その他[N
総 数
自 営 業 主
業 主(雇 有)
(雇無)
家 族…従 業 者


































































































































が近 くなってい るのはそのことを示 してはいま
いか。 このように階層によって家族制や家族形
態が異なるとすれば,当 然,高 齢期の家族のあ
め方 も階層によってかな り違 った ものになる。
60歳以上の者の社会階層と家族形態について








30～999人 規模常雇(40.0%),1,000人 以上 ・
官公庁(38.0%)な ど雇用者のうちでも比較的
上層部分である。 「夫婦 と未婚の子の世帯」 も
ほぼ同じ雇用者中 ・上層での比率が高 くなって
いる。これに対 して 「三世代世帯」は家族従業




































ることが多い。 しか し後者のような家業 ・家産








いる統計データは い くつか あ るが,こ こでは
「国民生活実態調査」(1985年)と 「就業構造基
本調査」によって現状 をみ る ことにしよう。
「国民生活実態調査」の世帯主の年齢階級別の
基礎的所得の割合(*世 帯の所得を所得の種類






用者所得は,加 齢 とともに減少し,60歳 代で53
%,70歳 以上で38%に まで低下している。雇用
者所得が70歳以上層の基礎的所得の4割 近 くに
も達 しているのは,こ の場合に世帯がかな らず
一80一








































































































































































































































































くなっている。雇 用者所得 以外 の稼働所得で
は,事 業所得が50歳代10%,60歳 代9%,70歳
以上9%と ほぼ約1割 の水準を維持し,ま た農
業収入 も3～4%も 推移 している。これらの自
営業所得は加齢による変化が雇用者所得のよう
に大 きくはない。 しかし,事 業または農業から
の所得のみで生活している世帯の比率は,加 齢
とともに低下している。
財産所得 を基礎的所得 とす る比率は,50歳 代



































齢者世帯の総所得に占 め る年金 ・恩給 の割合
は,制 度の成熟などによる給付金額の上昇によ
って年金 ・恩給のみ世帯 も増加 してきている
が,そ れでも84年の100%世 帯の比率は約42%
である。そして これ ら年金 ・恩給のみ世帯 も年








万円,年 金 ・恩給110.3万 円,そ の他の社会保









入の種類別構成は表15の よ うに なっている。
「就業構造基本調査」の高 齢者 世帯 の定義は
「男子65歳 以上,女 子60歳 以上の者で構 成 さ




世帯で,そ の主な収入 の種類は,年 金 ・恩給
56.4%,農 業以外の事業収入8.3%,賃 金 ・給
料 プラス年金 ・恩給7.1%,賃 金 ・給料のみ5.6
表15高 齢者世帯の収入種類別世帯所得
(単位:千 入,%)
1総 釧 契゚万黔 髞翻 蹂繃罐1滌 嬲 解綴 型゚NA.
総 数
賃 金 ・ 給 料
賃 金 ・給 料 の み
恩 給 ・年金 もあ る
その他 の収入 もあ る













































































































































円が21.3%と なっており,生 活保護世帯 とほぼ
同水準の所得層に約65%が 集中している。高齢
者世帯の約57%が 年所得150万 円未満であるか








とお りであるが,こ うした世帯の所得構 成の変
化は,当 然,所 得水準に影響を及ぼす ことにな







低 くなり,500万 円以上層で高 くなっている。
とりわけ800万 円以上の所得層の比率は全体の




そ して急 速 に所 得 水 準 に 下 降す る。 さ らに70歳
以 上 に な る と,こ の傾 向 は一 段 と進 む。 この 年
齢 層 に お い て は200万 円未 満 が 約4割 に も達 し
て い る。 ま た年 金 ・恩給 の み の収 入 で生 活 して
い る世 帯 の 多 い 高 齢者 世 帯 の場 合 に は,70歳 以
上 世 帯 よ り も一 層,所 得 水 準 が 低 くな って い
る。 高 齢 者 世 帯 の所 得 水 準 の低 さ につ い て は,
既 に 「就 業 構 造 基 本調 査 」 の デ ー タで もふ れ た
が,こ の調 査 にお い て も200万 円 未 満 層 が63.4
%を も占 め るな ど,低 所 得 世 帯 の 割合 が極 めて
高 くな って い る。
加 齢 に と もな う所 得 水 準 の下 降 が所 得 の種 類
の 変 化,す な わ ち収 入 源 の稼 働所 得 か ら年 金 ・
恩 給 へ の 移行 に対 応 して い る こ とは 明 らか で あ
るが,こ の こ とは加 齢 につ れ て労 働 生 活 か らの
引 退 が 進 む こ とだ けを意 味 して い るわ けで は な
い 。 労 働 を継 続 して い る場 合 で も賃 金 ・給 料 が
低 下 し,そ れ に よ っ て稼 働 所得 が低 下 す る こ と
も多 い。
「賃 金 構 造 基 本 調 査 」(1985年)に よ る と男 子
労 働 者 の年 齢 階級 別 きま って支 給 す る現 金 給 与
額,年 間賞 与 そ の他 の特 別 給 与 額 は,40歳 代 後
半 を ピー クに下 降 して い る。 す な わ ち,き ま っ
て支 給 す る現 金 給 与 額(規 模 計)は45～49歳 の
339.7千 円 が55～59歳 で は263.9千 円 とピ ー ク時
の約78%に,そ して60～64歳 に な る と214.0千
円 で63%に,65歳 以 上 で は さ らに低 下 して196.8
千 円 と な り,ピ ー ク時 の58%に まで 下 降 して い
る。 賞 与 な どの特 別 給 与 額 の加 齢 と もな う低 下
は さ らに著 し い。45～49歳 の ピー ク 時 の 金 額




1総 釧 槃 万゚羅1° °1997コ
200～300～400～500～600～800こn円






































































表17年 齢別 きまって支給す る現給与額
(男子労働者)(千 円)



































































な っ て い る。(表17参 照)
加 えて,高 齢 者 の場 合 に は零 細規 模 企 業 の労
働 者 が 多 い た め,規 模 別 の 賃 金 格 差 が 加重 され
る。10～99人 規 模 企 業 の45～49歳 層 の きま っ て
支 給 す る現 金 給 与 額 は280.8千 円 で,規 模 計 の
約83%の 水 準 と な っ て い る。 この よ うに ピー ク
時 に お い て さ え低 い小 零 細 企 業 の 賃金 は加 齢 に
つれ て さ らに下 降 して い る。 規 模 計 の45～49歳
時 を100に した指 数 で10～99人 規 模 の年 齢 階級
別 の現 金 給 与 額 の変 化 をみ る と,50～54歳79,
55～59歳72,60～64歳63,65歳 以 上57と な っ て
い る。60歳 以 降 にな る と,規 模 計 の指 数 とほ と
ん ど差 が な くな って い るが,こ れ は この年 齢 層
に お い て は10～99人 規 模 の労 働 者 数 の ウ エ イ ト
が高 くな っ て い るた め で あ る。
4.加 齢と健康状態
(1)加 齢による健康状態の変化




8割 の者が,70歳 代では6割 強が,80歳 以上で
も過半数の者が健康状態を普通以上 と認識 して









するだけでなく,扶 養や介護の問題 を通 して高
齢者をかかえる世帯全体の労働 ・生活状態 にか
かわってくる。そして 『厚生 白書』がい うよう
に,「経済的に恵まれた高齢者」が 増大 してい




















































































(注)① 「昭和60年 国勢調査」 よ り男性 を1と した。② 「昭和60年 国勢調査」よ り単位:%③ 」昭和60年 厚生行
政基礎調査 」 より,単 位:%④ 「昭和59年 老人実態調査」よ り,「健康」又 は 「普通」 と答 えた者 の割合,
単位:00⑤ 「昭和60年 国民健康調査」よ り,人 口千対 ⑥ 「昭和59年 患者調査 」よ り,人 口千対 ⑦ 「昭
和59年 厚生 行政基礎調査」 よ り,単位:%⑧ 「老人の生活実態及び健康に関す る調査報告書」(昭和55年,
東京都福祉 局)よ り,痴 呆の程度が軽度の者 を含 む。単位:%,な お,*は55～64歳,**は80歳 以上 を示す。
.,
た人の割合)は 上述のようにたしかに高 くなっ 康又は普通」と回答していることは,ま だこの
ている。 しかし,こ こでの 「健康度」は,高 齢 年齢層の高齢者が自らの健康状態を普通の生活
者自身による自分の健康状態の総合的な評価を がちゃん とやっていけるレベルにあると判断し
示す ものであって,必 ずしも高齢者が傷病状態 ているごとを意味しており,一 定の社会的な条
にないということを表示するものではない。 件が整備されるならば,高 齢期の労働と生活の
とはいえ,健 康度認識において60歳 代後半で あり方 をもっと積極的に組み替えていく可能性
約7割,70歳 代の前半で64.0%の 高齢者が 「健 があることを示唆 しているとも考 えられる。だ
表19性 及び年齢階級別にみた世帯員数と傷病人員・傷病人員の割合
昭和60年
世帯員 数(千 人) 傷病 人員(千 人) 傷病人員の割合(%)
年齢階級 〒
総 数 男 女 総 数 男 女 総 数 男 女
総 数 119979 .:: 61052 :C 10773 13060 99.9 18.3 21.4
0歳 1424 722 702 173 96 7? iz.2 ia.a ii.o
1^-4 5841 2999 2841 748 410 338 iz.s 19.7 11.9
5-v9 ;.. 4411 42Q5 i2姐 659 583 14.4 14.9 18.9
10～14 10077 5174 4903 90? 471 aas 9.0 9.1 8.9
15^-19 9168 4641 4527 67Q 脳 345 7.a ?.0 ?.6
20～24 7323 8992 3830 餬 270 389 8.4 s.s io.2
25^-29 7亀489 3794 3�95 846 脇 娚 11.8 9.2 13.5
30^-34 89i5 4430 4485 1044 嫐
"590
11.7 10.3 is.i
35～39 10413 5i96 5Z17 fl334 614 rao 12.8 11.8 is.s
40～44 9410 4639 4771 1452 ss7 Iss 15.4 14.8 is.o
45^-49 83&7 4124 4243 1665 785 s80 19.9 19.0 20.7
50～54 8069 4040 4●29 ● 　' 973 1057 25.2 24.1 26.2
55～59 6984 3390 3543 2205 1044 iisi 81.8 30.8 82.8
60^-64 5818 2345 2973 2068 882 1186 38.9 87.6 39.9
65^-69 4111 1749 2862 2015 818 119fi 49.0 46.8 50.6
70～?4 3601 1550 2051 1. 877 1209 57.9 56.5 59.0
75～?9 23'PO 976 1394 1474 sio 865 s2.2 62.4 62.i
80歳 以上 2029 751 1279 1214 449 764 59.8 59.9 59.8
不 詳 s 8 3 1 ß 0 14.8 12.5 16.?
資料:『厚生行政基礎 調査報告』(1985年)
一85一
が,こ の年 齢 層 で の 「健 康 や普 通 」 は青 壮 年 期
の それ と同 じで はな い。 傷 病状 態 に あ る者 の比
率 も,年 齢 が 上 昇 す る に つ れ て 高 くな っ て い
る。
厚 生 省 「国 民 健 康 調 査」(1985年)の 有 病 率
は加 齢 とと もに か な り高 くな っ て い る(表18参
照)。 す な わ ち,人 口千 人 比 の有 病 率 は,55～64
〕歳で341.5,65～69歳434.6,70～74歳537.6と
い うよ うに高 くな り,80歳 以上 で は569.0に も
な っ て い る。60歳 代 後 半 く らい か ら急 激 に傷 病
にか か りや す くな っ て い る こ とが わ か る。 ま た
同 様 な 傾 向 は 「厚 生 行 政 基 礎 調 査 報 告 」(1985
年)に お いて も確 認 で き る。 同調 査 の年 齢 別 の
傷 病 人 員 の 割合 をみ る と,60歳 代 以後 の傷 病 人
員 比 率 は60～64歳38.9%,65～69歳49.0%,70
～74歳57 .9%と い うよ うに急 に高 くな っ て い る
(表19参 照)。 い ず れ に して も60歳 代 後 半 以 降 は
4～6割 程 度 が 傷 病 を か か え て い る とい う こと
で あ り,前 述 の 健康 度 は こ う した有 病 率 の状 況
との 関 連 で 理解 され ね ば な らな い。
次 に 傷 病 の程 度 を受 療 率 と就 床 率 か らみ てみ
よ う。 受 療 率 とい うの は 医療 機 関 で治 療 を受 け
た 割 合 を現 す もの で あ るか ら,必 ず し も傷 病 の
程 度 をそ の ま ま示 す指 標 で は な い。 傷 病 の程 度
が重 くて も医療 機 関 に か か らな い者 もいれ ば,
反対 に軽 度 の傷 病 で も受 療 す る場 合 もあ る。 し
か し,傷 病 → 受 療 は傷 病 の程 度 を一 定 反 映 して
い る。 年 齢別 の受 療 率(人 口千 人 比)は,65～69
歳134.56,70～74歳183.44,75～79歳211.06,
80～84歳2i4.36と な っ て お り,70歳 代 以 降 は2
割前 後 の 高齢 者 が 医療 機 関 に かか っ て い る こ と
を示 して い る。 有 病 率 との 関連 で は,60歳 代 後
半 で 有 病 率 の3割 が受 療 して い る こ とに な っ て
い るが,こ の割 合 も高 齢 化 す るに つれ て上 昇 し
て い る(表20)。
そ して 年 齢 別 の傷 病 に よ る就 床 状 況(年 間)
に つ い て は,55～64歳 で は 「全 く床 に就 か なか
った」68.7%,「1～10日 程 度 就 床 」21.6%,
「11～30日 程度 就床 」3.8%,「31EI以 上 就 床 」
5.9%と な っ て い る。 この年 齢 層 で は 「全 く就
床 な し」 や短 期 就 床(10日 ま で)が 大 半 を 占 め
て お り,有 病 率 は 高 くて も寝 込 む状 態 に はな っ
て い な い。 しか し加 齢 と と もに 「全 く床 に就 か





















































































































































が増加 してくる。長期就床者(31日 以上)の 比
率は,65～74歳 で11.0%,75歳 以上で21.2%に
なっている。 このように加齢とともに有病率は





のである。つま り,通 院中にもかかわらず多 く

























力,会 話,歩 行,食 事,着 替,入 浴などが普通
にで きる日常生活動作能力は,た しかに加齢と
ともに低下 している。加齢による能力の低下が





80歳 を越 えると65.5%に 急減し,ま た視力も同
じように80歳 以上で7割 台に下降している。他
の動作能力は80歳以上になってもおおむね8～
9割 台を維持 しており,あ まり動作能力の衰退
は著 しくない。
このような個別の日常生活動作能力を行動の
範囲や 自立性を尺度にして総合 的 に整理する
と,65歳 以上の総数では 「バス ・電車で自由に
外出」が84.0%,「 家庭内のことは 自分でで き
るが,外 出は近所まで」が10.4%,「 少しは動
く,庭 先にでる程度」1.6%,要 介護状態(起
きるがあまり動かない,寝 た り起 きたり,ほ と
んどねた きり,ね たきり,ま った くのねたきり)
が4.0%と なっている。普通に日常生活を維持




までは8割 以上を維持 してお り,ほ とんどの高
齢者が 日常活動を普通にできるレベルをクリア



































の合計)は34.6%と3分 の1を 超えている。 し

























金 コス トの問題については,既 にみたように中
高年期の賃金は決 して高 くはないことだけを指
摘するにとどめておこう。高齢期における労働
能率の低下 とい う問題は,現 在の青壮年期の労
働者がかせ られている労働の質 ・量がそもそも
極めて非人間的な水準になっていることに加え
て,労 働力の生涯的な消費 ということが全 く無










が行なわれ るな らば,多 くの職業においては就






























うや り方 を一層露骨に追求して きだしているの
である。 したがって労働者の生涯の一部のつま




を準備し,ま た労働環境を整備す るな どすれ
ば,ま だ大半の高齢者は通常雇用を継続するこ
とがで きる。ただし,有 病率が上昇 しているか

















後の労働生活を社会的な強制か ら切 り離 した,
個人の自由な活動領域にすることも可能になる
か もしれない。
しか し,現 在の年金制度の下では,年 金支給
















度が前半層より10ポ イン ト近 く低下 している
が,そ れでも7割 は 「健康 ・普通」としてお り,
また9割 以上が 「バス ・電車で自由に外出」で
きる体力をもっている。 このことはかなり多 く
の高齢者が通常の就業が可能であることを示し
てお り,実 　r.Gzも,「国勢調査」の データで は
男子の場合に6割 強の労働力人口のほとんどが
「主に仕事」 とい う形態で就業 している。 もち












層以降は有病率が5割 を超え,受 療率 も大幅に




後半でも約8割 もいる。60歳 代後半か ら70歳代




ところで,こ の過程は,個 々人 をとってみれ
ば,通 常の就業(雇 用)形 態から短時聞 ・軽労
働へ,そ して非労働部分が拡大 して,労 働生活
からの引退へ とい うプロセスを想定することが
できるが,実 際には,雇 用労働の多 くはオール
・オア ・ナッシングとなっているのである。短























就労ニーズ」については,現 在,た しかに切 り






化に大 きく寄 与 で きる ものと思われる。 しか
し,問 題は 「従たる仕事」への就労ニーズに応
えるということで,「主たる仕事」への就労 ニ




























































た。 しかし,今 日の家族は 「いえ」制度の下の
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